
平成 25年度 インクルーシブ教育システム構築モデル事業 成果報告書 

【インクルーシブ教育システム構築モデル地域（スクールクラスター）】 

 

教育委員会名 鹿児島県教育委員会 

指定したモデル地域名 大島地区 

 

概 要 

 

地域内の全学校・園数 (平成 25年 5月 1日現在) 

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 中等教育学校 特別支援学校 合計 

9園 21校 12校 3校 0校 0校 45校・園 

 

【事業概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．取組の概要 

【教育委員会が行った取組や工夫】 

1年次は、大島地区及び奄美市において、離島・へき地、小規模校の多い本県の特徴

にあった教育資源の活用を実践し、活用システム構築のための基盤づくりを支援した。 

【モデル地域内における取組】 

(1)  モデル地域内の学校間の連携を深めるために行った取組 

・ 奄美市教育委員会は、特別支援学級担任、特別支援学級設置校校長代表、特別支

援学校巡回相談員、障害児療育施設等の関係者を構成員とする支援検討委員会を設

置し、具体的な教育的支援を検討する際のケース会議のもち方について協議し、奄

美市における支援域の検討を行った。 

 

１．モデル地域の特色（特別支援教育に関する事項） 

大島地区は、南北約 400キロメートルに連なる、奄美大島、加計呂麻島、請島、与路 

島、喜界島、徳之島、沖永良部島及び与論島の 8つの有人島（奄美群島）からなる地区

である。各島・自治体では、地域活動が盛んであり、地域で子供を育てるという意識も

高い地域である。しかし、特別支援学校は奄美大島に 1校だけであり、小規模校が多い

ことから特別支援学級や通級指導教室が未設置の学校が多く、特別支援教育に係る教育

資源は限られている。 

大島地区唯一の特別支援学校である大島養護学校が中心となって、ネットワークを構 

築し、体制整備は整いつつあるが、各自治体は大島養護学校の巡回相談に大きく依存し

ている傾向がある。このような中、離島への巡回、散在する小規模校への支援を特別支

援学校 1校で行うのには限界があり、今後、特別支援学校だけでなく、特別支援学級や

通級指導教室などの教育資源を活用した仕組みが必要となってくる。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．成果及び課題 

(1)  成果 

① 校内研修の充実や各市町村の担当指導主事を対象とした研修会等を通じて、特

別支援教育に対する理解啓発や専門性の向上に結びつけることができ、域内の校

内支援体制の充実につながった。 

② 奄美市において、小・中・大クラスターそれぞれの運用や、連絡会や支援委員

会のもち方について確認することができた。特に、中学校区を中心とした小クラ

スターでの連絡会においては、特別な支援の必要な児童生徒に係る様々な情報を

確実に引き継ぐことの重要性への理解が域内において高まった。この実践のノウ

ハウは、今後、他の町村での支援検討委員会実施の際に大いに生かされるものと

考えるので、今回の取組及び成果について周知を図りたい。 

 

(2)   その他の取組 

・ 県教育委員会は、地域内で教育資源を共有する取組につなげるため、校内にお

いて特別支援教育推進の中心となる特別支援学級担任等を対象にした研修会や、

各市町村担当指導主事対象のスクールクラスターや合理的配慮に関する研修等を

開催し、理解啓発や特別支援教育に係る専門性の向上を図った。 

・ 奄美市教育委員会は、支援の必要な幼児児童生徒に関わる者を対象にした理解

啓発セミナーを開催した。また、特別支援学級担任及び通級指導教室担当を対象

にした研修会を開催した。 

・ 県教育委員会は、大島養護学校、奄美市教育委員会を勤務の拠点とする合理的

配慮協力員を配置し、大島地区における合理的配慮の実践例を共有するために大

島地区の小・中学校を訪問し、特別支援教育コーディネーターや特別支援学級担

任等と連携しながら、合理的配慮の実践例の収集・蓄積を行った。 

＜取組の概要＞

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 大島地区における合理的配慮協力員による小・中学校の訪問では、特別支援教

育コーディネーターや特別支援学級担任等と連携し、合理的配慮実践例の収集・

蓄積とともに、必要に応じて情報提供を行う中で、個々の支援内容や保護者・関

係機関との協力体制の充実につなげることができた。 

 

 

 

(2) 課題 

① 奄美市での支援検討委員会の実践、学校単体ではなく地域の教育資源を活用し

て支援するという考え方及び専門性向上に向けた取組を、大島地区全体に浸透さ

せる必要がある。また、奄美市においては、設定した支援域における幼稚園・保

育所との連携や教育資源活用を実際に進めていくことが課題となっている。 

② 大島地区の各学校では、支援の必要な児童生徒に対して、担任がそれぞれ工夫

して合理的配慮を行っているが、他の実践例について学ぶ機会が限られている。

そのため、合理的配慮協力員がネットワークを通じて得た効果的な支援方法や、

これまでに蓄積・集約した個票から情報収集したことをまとめて、助言等を行う

際に情報提供していくようなシステムづくりが必要である。 

③ 大島養護学校は、センター的機能を発揮し、これまでも大島地区の小・中学校

等の支援に当たってきた。しかし、5つの離島、192校園全てのニーズに応えるこ

とには限界がある。そのため、各地域が主体的にその地域の特別支援教育体制づ

くりにつなげていけるような、各支援域への効果的な支援方法等を検討する必要

がある。 

 

 

 

個票様式 


